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種差別や男女差別とは異なる側面をもつ｡また自立するために必要な保障もあ 会が支えうる人口､または社会の一定割合の年長者の人口ととらえ､たとえば

人口の上位 1%､または 7%や 1%を高齢者と定義する余地もあろう｡40
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るo差別を禁止すべき局面と高齢者を保護すべき局面の双方が並立する点が､

高齢者をめぐる問題の複雑なところである14)｡社会保障や労働政策というかた
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) 高齢者像と制度設計 

歳時の平均余命は､男性が 1 歳､女性が 2 歳である ( 0年)9
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6 2引退年齢を早めの 歳に設定し､その後 年間を余生として過ごすのか｡そ

都｣社会がみる ｢高齢2)ちでの高齢者の保護と高齢者差別の禁止は､両立しうるものであろう ｡本稿15)

意欲と能力のある者が働かない社会には疑問が残る｡社会保障政策や労働政の検証も､高齢者差別を避けるべく希求されるエイジフリー社会を否定するも

のではない｡ 策は､寿命の延びや多くの者が引退したいと考える年齢に対応すべきである｡ 
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0れとも､この年齢を7歳として､余生は 10年程度とするのか｡2年間の余

生を支えるためには､支え手の能力を加味すると､社会保障制度は､細く長く
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保障する制度となろう｡他方､余生といえる年齢を短くし､刊憂い保障を行う

とすると､太く短い社会保障制度となる｡これはl玉L民の選択の問題であり､そ

1) 国連による高齢化社会の定式

｢高齢化社会｣という用語や､6 

ないが､1 
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歳以上を高齢者と定義した由来は定かでは

年の国連の報告書 ｢人口の高齢化とその経済的､社会的含意｣

にあるといわれている1｡同報苦番は､｢仮に､人口集団が､例えば 6歳以上56)
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74の人々が に充たないときを 

75､6( 感を増幅させるか否かは 歳の世代が､今後､どの程度支える側とな熟した 』

に定義されるのだとすれば rと､高齢化を定義した｡ るのか､それとも支えられる側となるのかによる｡
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』､4-)young( %の間のときを 『成 の結果を制度は反映すべきである｡高齢社会において､若 ･中年労働者の負担r若齢の 

､また､7%を超えるときを 『高齢化した ( 』と任意)dage

国連は 1 年､6 

と定義したが､1 年当時､わが国の 6歳以上人口は %であった｡他の

世代が支えるとの合意を得やすい高齢者世代の人口割合と､その割合を区分す
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995 歳以上の人口割合が 7%を超えたときを ｢高齢化した｣ 0内閣府の調査によると19)､多 くの∪本人､それも自身が 6歳以上の者は､ 

歳を高齢者ととらえていない時代となっている｡そもそも､各法制度は､65
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その制度趣旨ごとに対象となる高齢者の年齢を定めており､高齢者を 6歳以

る 6歳という年齢は対応 していた｡この点 2 1年現在､7歳以上人口でさ 上としてはいない2｡支えたい高齢者に関する国民のイメージを社会保障制度

｡長寿化の現状に見合うよう高齢者を 6歳以上と に反映させ､高齢者は 6歳以上の者という前提に固執しなければ､世代間の

一定年齢で定義せず､人口割合に着目して定義してはどうか｡老年･人口を､社 不公平感も減ろう｡年長者には充実した社会保障制度を整備すべきという議論

も､必ずしも非現実的ではなくなる｡ 

) ｢高齢｣保障をめ ぐる多様な視角について､I 
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) 今後の芯齢社会対策の在 り方等にIAJする検討会 
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